
 

審 第 １ ６ ４ ３ 号 
答 申 第 ２ ９ ３ 号 
令和４年９月１３日 

 
千葉県知事 熊谷 俊人 様  

 

千葉県個人情報保護審議会 
会 長  中 曽 根  玲 子  

 
 

審査請求に対する裁決について（答申） 
 
 令和２年３月３０日付け〇〇健福第〇〇号による下記の諮問について、別紙の

とおり答申します。 

記 
諮問第２６４号 
 令和２年２月２７日付けで審査請求人から提起された、令和元年１２月２６日

付け〇〇健福第〇〇号で行った自己情報部分開示決定に係る審査請求に対する裁

決について 
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諮問第２６４号 

 

答  申 

 

１ 審議会の結論 

  千葉県知事（以下「実施機関」という。）が令和元年１２月２６日付け〇

〇健福第〇〇号で行った自己情報部分開示決定（以下「本件決定」という。）

について、千葉県個人情報保護審議会（以下「審議会」という。）は、次の

とおり判断する。 

（１）実施機関が本件決定において不開示とした情報のうち、別表２に掲げる

情報を開示すべきである。 

（２）実施機関が行ったその他の決定は結論において妥当である。 

 

２ 審査請求の経緯 

（１）審査請求人は、令和元年１１月１１日付けで、実施機関に対し、千葉県

個人情報保護条例（平成５年千葉県条例第１号。以下「条例」という。）

第１５条第１項の規定により、「カンファレンス含む措置入院に至った鑑

別診断書及び文章全てを開示願います。」の開示請求（以下「本件開示請

求」という。）を行った。 

（２）実施機関は、本件開示請求に対し、〇〇年〇〇月〇〇日付け〇〇健福第

〇〇号により、条例第２２条第２項の規定による開示決定等の期間の延長

を行った後、「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第２７条の規定

による措置診察の実施について(〇〇年〇〇月〇〇日〇〇健福第〇〇号)」

（以下「本件文書１」という。）、「精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律第２９条の規定による入院措置の決定について(〇〇年〇〇月〇〇日

〇〇健福第〇〇号)」（以下「本件文書２」という。）、「精神保健及び精神

障害者福祉に関する法律第２９条の２の２の規定による措置移送の実施に

ついて（〇〇年〇〇月〇〇日〇〇健福第〇〇号）」（以下「本件文書３」と

いう。）、「精神障害者等通報受書」（以下「本件文書４」といい、本件文書

１から本件文書３までと併せて「本件文書」という。）に記録された個人

情報を特定し、本件決定を行った。 

（３）審査請求人は、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第２条の規

定により、実施機関に対し、令和２年２月２７日付けで審査請求（以下

「本件審査請求」という。）を行った。 

（４）実施機関は、本件審査請求を受けて、条例第４７条第１項の規定により、

令和２年３月３０日付け〇〇健福第〇〇号で審議会に諮問した。 

 

３ 審査請求人の主張要旨 
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  審査請求人は、審査請求書において、おおむね以下のとおり主張してい

る。 

（１）本件審査請求の趣旨 

   黒塗の部分を不開示とした決定を取り消すとの裁決を求める。 

（２）本件審査請求の理由 

   本件の問題は別の本質もあり、別紙添付の資料のとおり示されている。 

（３）その他 

   口頭陳述の申し立てをいたします。 

 

４ 実施機関の弁明要旨 

実施機関は、弁明書において、おおむね以下のとおり主張している。 

（１）弁明の趣旨 

本件審査請求はこれを棄却するとの裁決を求める。 

（２）処分の内容 

   本件開示請求を受け、前記２（２）のとおり本件文書を特定し、本件決

定を行った。 

（３）本件文書の内容 

  ア 本件文書１は、〇〇年〇〇月〇〇日、〇〇警察署長が審査請求人につ

いて精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（以下「精神保健法」と

いう。）第２３条の規定による通報（以下「通報」という。）を〇〇市保

健所を経由して実施機関にしたことから、実施機関が精神保健法第２７

条の規定による調査（以下「事前調査」という。）を行い、その結果、

同条の規定による精神保健指定医（以下「指定医」という。）の診察

（以下「措置診察」という。）が必要であると認め、２名の指定医によ

る診察を実施することとした文書である。 

  イ 本件文書２は、本件文書１による措置診察の結果、２名の指定医が入

院措置を要すると判定したことから、精神保健法第２９条の規定により、

審査請求人を措置入院させる旨の決定をすることとした文書である。 

  ウ 本件文書３は、本件文書２による措置入院のために、精神保健法第２

９条の２の２の規定により、審査請求人を措置入院先病院へ移送するこ

ととした文書である。 

  エ 本件文書４は、〇〇警察署長からの通報を〇〇市保健所経由で受理し

た時から、入院措置するまでの記録である。 

（４）本件決定の理由 

  ア 不開示部分について 

  （ア）本件文書１で不開示とした部分 

本件文書１中、警察官の氏名は、条例第１７条第２号及び千葉県個

人情報保護条例第１７条第２号ハの警察職員を定める規則（平成１７
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年千葉県規則第６５号。以下「規則」という。）に、診察を命ずる指

定医の氏名及び実施機関が行う事前調査において関係機関から聴取し

た情報は、条例第１７条第６号に該当するとして、当該部分をそれぞ

れ不開示としたものである。 

  （イ）本件文書２で不開示とした部分 

本件文書２中、措置診察を行った指定医の氏名及び所属に関する情

報、指定医の診察による診断に関する情報、県の委託契約等車輛に関

する情報及び実施機関が行う事務（評価、判定、診断等）に関する情

報は、条例第１７条第６号に該当するとして、当該部分をそれぞれ不

開示としたものである。 

  （ウ）本件文書３で不開示とした部分 

本件文書３中、措置診察による診断及び指定医氏名に関する情報、

県が委託契約等を交わしている補助者に関する情報及び実施機関が行

う事務（評価、判定、診断等）に関する情報は、条例第１７条第６号

に該当するとして、当該部分をそれぞれ不開示としたものである。 

  （エ）本件文書４で不開示とした部分 

本件文書４中、当該警察官の氏名は、条例第１７条第２号及び規則

に、審査請求人以外の個人に関する情報は、条例第１７条第２号に、

措置診察を行った指定医の氏名及び診断に関する情報、入院受入れ先

病院の医師の氏名、実施機関が行う事前調査において関係機関から聴

取した情報及び実施機関が行う事務（評価、判定、診断等）に関する

情報は、条例第１７条第６号に該当するとして、当該部分をそれぞれ

不開示としたものである。 

  イ 条例第１７条第２号及び規則該当性について 

本件文書１及び４中、当該警察官の氏名は規則第１号に定める警部補

以下の階級にある警察官に該当することから、不開示としたものである。 

  ウ 条例第１７条第２号該当性について 

本件文書４中、審査請求人以外の個人に関する情報に該当する部分に

ついては、開示することにより、審査請求人以外の個人の権利利益を害

するおそれがあることから、不開示としたものである。 

  エ 条例第１７条第６号該当性について 

  （ア）措置診察を命じるあるいは診察を行った、指定医の氏名、所属及び

診断に関する情報 

本件文書１、２、３及び４中、当該部分については、開示すること

で指定医の職務若しくは将来の同種の職務の目的が達成できなくなり、

又はこれらの職務の公正若しくは円滑な遂行に支障を及ぼすおそれが

あるため、不開示としたものである。 

  （イ）入院受入れ先病院の医師の氏名 
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本件文書４中、当該部分については、開示することで措置入院に関

する業務若しくは将来の同種の業務の円滑な遂行に支障を及ぼすおそ

れがあるため、不開示としたものである。 

  （ウ）実施機関が行う事前調査において関係機関から聴取した情報 

本件文書１及び４中、当該部分については、開示することで事前調

査における関係機関との連携及び事前調査の公正若しくは円滑な遂行

に支障を及ぼすおそれがあるため、不開示としたものである。 

  （エ）実施機関が行う事務(評価、判定、診断等)に関する情報 

本件文書１、２、３及び４中、当該部分については、開示すること

で保健所が行う事前調査事務若しくは将来の同種の事務の目的が達成

できなくなり、又はこれらの事務の公正若しくは円滑な遂行に支障を

及ぼすおそれがあるため、不開示としたものである。 

  （オ）県の委託契約等車輛に関する情報 

本件文書２及び３中、当該部分については、県が精神保健法第２９

条の２の２の規定による措置入院のための移送における委託契約等を

交わしている車輛及び補助者に関する情報であり、開示することで当

該事務若しくは将来の同種の事務の目的が達成できなくなり、又はこ

れらの事務の公正若しくは円滑な遂行に支障を及ぼすおそれがあるた

め、不開示としたものである。 

（５）弁明の内容 

  ア 本件文書１及び４中の警察官の氏名は、規則第１号に定める警部補以

下の階級にある警察官に該当するため、不開示とすることが妥当である。 

  イ 本件文書４中の審査請求人以外の個人に関する情報に該当する部分に

ついては、開示することにより、審査請求人以外の個人の権利利益を害

するおそれがあり、条例第１７条第２号に該当することから、不開示と

することが妥当である。 

  ウ 本件文書１、２、３及び４中の措置診察を命じるあるいは診察を行っ

た、指定医の氏名、所属及び診断に関する情報及び入院受入れ先病院の

医師の氏名については、開示することで、公正適切な措置診察の実施及

び措置入院先病院の確保が困難になるおそれがあり、その結果、精神保

健法に基づき実施機関が行う診察等精神保健福祉法の施行に支障を及ぼ

すおそれがある。よって、不開示とすることが妥当である。 

  エ 本件文書１及び４中、実施機関が行う事前調査において関係機関から

聴取した情報は、通報に基づき、被通報者に関する措置診察の要否判断

のために行う調査であることから、診察の要否を判断する上で重要かつ

不可欠である。開示することで、関係機関等による情報提供を困難にし、

必要な情報が得られなくなる等関係機関との連携に支障が生じるおそれ

があることから、不開示とすることが妥当である。 
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  オ 本件文書１、２、３及び４中、実施機関が行う事務（評価、判定、診

断等）に関する情報については、事前調査における評価及び判断に関す

る情報、診断名、措置入院に関する公費負担受給者番号、措置入院のた

めの移送業務の委託契約車輛及び補助者、措置入院に関する関係機関と

の連絡調整等に関する情報であり、いずれも、開示することで当該事務

若しくは将来の同種の事務の目的が達成できなくなり、又はこれらの事

務の公正若しくは円滑な遂行に支障を及ぼすおそれがあることから、不

開示とすることが妥当である。 

（６）審査請求人の主張について 

   審査請求人は、審査請求の理由として、「本件の問題は別の本質もあり、

本件含め、別紙添付の資料を提示致します。」としているが、本件決定に

関する具体的反論はなく、「決定を取り消すとの裁決を求める」として審

査請求したものである。 

 

５ 審議会の判断 

（１）本件審査請求の趣旨について 

  ア 実施機関は、本件開示請求に対し、前記２（２）のとおり本件文書に

記録された個人情報を特定して本件決定で部分開示決定を行ったと認め

られる。 

  イ 審査請求人は、前記３のとおり、本件決定の取り消しを求めており、

実施機関が本件決定で不開示とした情報は開示すべきとの主張であると

考えられるので、以下、検討する。 

（２）不開示情報について 

   本件文書のうち、実施機関が本件決定において不開示とした情報は、別

表１の番号（以下単に「番号」という。）①から㊵までのとおりであり、

審議会として、次に掲げるとおりに分類した。 

  ア 警察職員の氏名（番号⑥、⑦、⑨、㉖、㉘及び㉛。以下「本件氏名

等」という。） 

  イ 審査請求人以外の個人の情報（番号③の上から２行目、㉚、㉜及び

㊵。以下「本件第三者情報」という。） 

  ウ 関係機関等より聴取した情報（番号③の下から１行目、④、⑧、⑩、

㉗、㉙、㉝及び㉞。以下「本件聴取等情報」という。） 

  エ 診察をした指定医の氏名及び所属（番号①、②、⑪、⑫、⑰、並びに

⑳及び㉑の精神保健指定医の氏名欄、並びに㉔の指定医の氏名欄、㉟の

上から１～２行目、㊱、㊲及び㊳の指定医の氏名が記載された部分。以

下「本件指定医氏名等」という。） 

  オ 実施機関が行った評価、判定、診断等に関する情報（番号⑤、⑬、

⑱、並びに⑳及び㉑の精神保健指定医の氏名欄以外の部分、並びに㉓、
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㉔の症状欄及び㊳の指定医の氏名以外の部分。以下「本件診断等情報」

という。） 

  カ 実施機関が措置入院に関して行った関係機関との連絡調整等に関する

情報（番号㉟の上から５～６行目及び㊴。以下「本件連絡調整等情報」

という。） 

  キ 実施機関が委託契約をしている移送補助者に関する情報（番号⑲及び

㉕。以下「本件補助者情報」という。） 

  ク 実施機関が措置入院に関して附番した「公費負担医療の受給者番号」

及び報告のために入力した情報を印刷した個票に附番した記号番号（番

号⑭、⑮、⑯及び㉒。以下「本件番号等」という。） 

（３）不開示情報該当性について 

  ア 本件氏名等について 

  （ア）実施機関は、本件氏名等については、条例第１７条第２号及び規則

に該当し、不開示が相当であると主張するので、以下、検討する。 

  （イ）本件氏名等は、審査請求人以外の個人に関する情報であって、審査

請求人以外の特定の個人を識別することができるものであるから、条

例第１７条第２号本文に該当する。 

     そして、当該職員が規則第１号で定める警部補以下の階級にある警

察官であることから、条例第１７条第２号ただし書ハに該当せず、同

号ただし書イ、ロ又はニに該当する特段の事情も認められない。 

  （ウ）さらに、条例第１８条第２項による部分開示について検討すると、

本件氏名等は審査請求人以外の特定の個人を識別することができるこ

ととなる記述そのものであるため、同項による開示をすることはでき

ない。  

  （エ）したがって、本件氏名等を、条例第１７条第２号に該当するとした

実施機関の判断は妥当である。 

  イ 本件第三者情報について 

  （ア）実施機関は本件第三者情報のうち番号㉜は審査請求人以外の特定の

個人に関する情報であるため、条例第１７条第２号に該当し、不開示

が相当であると主張する。 

     また、番号③の上から２行目、㉚及び㊵ついては同条第６号に該当

し不開示が相当であると主張する。 

     審議会で見分したところ、番号③の上から２行目、㉚及び㊵は審査

請求人以外の特定の個人を識別できる情報であるので、職権により同

条第２号該当性について、番号㉜と併せて、以下、検討する。 

  （イ）本件第三者情報は審査請求人以外の特定の個人を識別することがで

きるものである情報、又は、開示されることにより、審査請求人以外
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の個人の権利利益を害するおそれのある情報であることから、条例第

１７条第２号に該当する。 

     そして、本件第三者情報については、同号ただし書イ、ロ、ハ又は

ニに該当する特段の事情も認められない。 

  （ウ）さらに、条例第１８条第２項による部分開示について検討すると、

本件第三者情報は審査請求人以外の特定の個人を識別することができ

ることとなる記述そのものであるため、同項による開示をすることは

できない。 

  （エ）したがって、本件第三者情報は条例第１７条第２号に該当し、不開

示が相当であり、当該情報を不開示とした実施機関の決定は、結論に

おいて妥当である。 

  ウ 本件聴取等情報について 

  （ア）本件聴取等情報は、実施機関が、審査請求人の措置診察に際しての

事前調査のために関係機関等から審査請求人について聴取した情報で

ある。 

     実施機関は、本件聴取等情報について、条例第１７条第６号に該当

し、不開示が相当であると主張するので、以下、検討する。 

  （イ）審議会で見分したところ、本件聴取等情報のうち番号④の上から４

行目の１５文字目から４２文字目には審査請求人が行った行為そのも

のが記載されており、審査請求人が認識している情報であると認めら

れる。その情報が開示されたからといって実施機関の行う措置入院業

務の目的が達成できなくなり、又は措置入院業務の適正な遂行に支障

を及ぼすおそれがあるとはいえないため、条例第１７条第６号に該当

するとは認められず、開示が相当である。 

  （ウ）本件聴取等情報のうち前記（イ）に掲げた部分以外の情報について

審議会で見分したところ、当該情報は措置入院に関する指定医の診断

のための情報であるので、職権により条例第１７条第６号ハの該当性

について、以下、検討する。 

  （エ）本件聴取等情報は、前記（ア）のとおりであり、本件聴取等情報の

うち前記（イ）に掲げた部分以外の情報を開示した場合、関係機関等

との信頼関係が損なわれ、その結果、情報収集に支障をきたすなど、

適切な措置がとれなくなるおそれがあるといえることから、措置入院

業務の目的が達成できなくなり、又は措置入院業務の円滑な遂行に支

障を及ぼすおそれがあると認められ、条例第１７条第６号ハに該当す

る。 

  （オ）したがって、本件聴取等情報のうち前記（イ）で掲げた番号④の上

から４行目の１５文字目から４２文字目の部分以外の情報を不開示と

した実施機関の決定は、結論において妥当である。 
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  エ 本件指定医氏名等について 

  （ア）本件指定医氏名等は措置入院に関する措置診察等をした指定医の氏

名及び所属と認められる。 

     実施機関は、本件指定医氏名等について、条例第１７条第６号に該

当し、不開示が相当であると主張するが、審議会で見分したところ、

当該情報は措置入院に関する診断等を行う指定医の情報であるので、

職権により条例第１７条第６号ハの該当性について、以下、検討する。 

  （イ）措置入院は、本人以外の者からの申請・通報を契機として手続きが

進められ、精神障害により自傷又は他害行為に及ぶおそれが認められ

たときに、本人の意に反しても行うことのできる精神科病院への強制

的な入院措置であり、その性質上、措置入院に至る事実及び経過に関

する本人の認識と指定医による診断の結果とに相違が生じる可能性が

ある。 

     このことを踏まえると、前記のような本人の認識と指定医の診断と

の相違から指定医に対する不信感や誤解が生じることが想定され、本

件指定医氏名等を開示することにより、診断内容に関して、真偽や詳

細等を確かめるため、指定医の業務に支障を及ぼす行為が行われるな

ど、措置入院に関する業務の今後の円滑な遂行に支障を及ぼすおそれ

があると認められ、条例第１７条第６号ハに該当する。 

  （ウ）したがって、本件指定医氏名等を不開示とした実施機関の決定は、

結論において妥当である。 

  オ 本件診断等情報について 

  （ア）本件診断等情報は、措置入院に関する診断及び事前調査における評

価、判定に関する情報である。 

     実施機関は、本件診断等情報について、条例第１７条第６号に該当

し、不開示が相当であると主張するので、以下、検討する。 

  （イ）審議会で見分したところ、番号⑳及び㉑の「重大な問題行動」、「現

在の精神症状」、「その他の重要な症状」、「問題行動等」、「現在の状態

像」の各欄の評価を記載することとされている様式部分は、一般に公

表されている様式であり、それらが開示されたからといって、措置入

院業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとはいえないため、

条例第１７条第６号に該当するとは認められず、開示が相当である。 

  （ウ）本件診断等情報のうち前記（イ）に掲げた部分以外の情報について

審議会で見分したところ、当該情報は措置入院に関する指定医の診断

等の情報及び実施機関が審査請求人から直接聴取した際の評価・判定

の情報であるので、職権により条例第１７条第６号ハの該当性につい

て、以下、検討する。 

  （エ）本件診断等情報のうち指定医による診断の情報 
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    ａ 番号⑬、⑱、並びに⑳及び㉑の「病名欄」、並びに㉓及び㊳の指

定医の氏名以外の部分には指定医が診断した病名等が記録されてい

る。 

    ｂ 番号⑳及び㉑の「生活歴及び現病歴」、「診察時の特記事項」の各

欄には指定医が措置入院の要否に関して判断・評価した内容及び、

聴取した情報のうち指定医が必要だと判断した情報が記録されてい

る。 

    ｃ 番号⑳及び㉑の「重大な問題行動」、「問題行動等」の各欄には、

当該欄に列挙された問題行動等に該当する事実がこれまであったか

どうか及び今後そのおそれがあるかどうか、「現在の精神症状」、

「その他の重要な症状」、「現在の状態像」の各欄には病状又は状態

像のいずれに該当するかが、各々の該当項目の選択肢の記号等に丸

を付けることにより明示されている。 

    ｄ 番号㉔の「症状」欄には移送における行動制限に関する指定医の

判断が記録されている。 

    ｅ ａ～ｄのうち前記（イ）で掲げた部分以外の情報が開示されると、

指定医は、今後、本人の感情や反応を考慮して記載内容を開示され

たとしても差し障りのない内容にする等、簡略化する事態が想定さ

れ、その結果、診断書等の記載内容が形骸化し、措置入院に関する

業務の今後の円滑な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められ、

条例第１７条第６号ハに該当する。 

    ｆ したがって、前記（イ）で掲げた番号⑳及び㉑の「重大な問題行

動」、「現在の精神症状」、「その他の重要な症状」、「問題行動等」、

「現在の状態像」の各欄の評価を記載することとされている様式部

分は、項目に付された丸を付ける部分の記号等を除き開示すること

が相当である。 

      実施機関がしたそれ以外の部分の情報を不開示とした決定は結論

において妥当である。 

  （オ）本件診断等情報のうち評価の情報 

    ａ 番号⑤には実施機関が審査請求人を評価した情報が記録されてい

る。 

      実施機関は、当該情報について、条例第１７条第６号に該当し、

不開示が相当であると主張するが、審議会で見分したところ、当該

情報は措置入院に関する指定医の診断のための事前調査で実施機関

が行った評価の情報であるので、職権により条例第１７条第６号ハ

の該当性について、以下、検討する。 

    ｂ 措置入院は、本人の意に反しても行うことのできる精神科病院へ

の強制的な入院措置であり、その性質上、本人と実施機関との間に
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軋轢を生むおそれのあるものであり、この情報が開示されると、実

施機関の業務に支障を及ぼす行為が行われるおそれがあるといえる

ため、措置入院業務の円滑な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認

められ、条例第１７条第６号ハに該当する。 

    ｃ したがって、当該情報を不開示とした実施機関の決定は、結論に

おいて妥当である。 

  カ 本件連絡調整等情報について 

  （ア）番号㉟の上から５～６行目及び㊴には措置入院に関する関係機関と

の連絡調整等に関する情報として、連絡をした時刻及び連絡をした関

係機関名が記録されている。また番号㊴にはそれらに加えて搬送先の

医療機関名が記載されている。 

     実施機関は、本件連絡調整等情報について、条例第１７条第６号に

該当し、不開示が相当であると主張するので、同号該当性について、

以下、検討する。 

  （イ）審議会で見分したところ、実施機関が審査請求人の措置診察、移送

及び入院に関して県の関係機関と連絡調整した情報であり、当該情報

を開示したとしても、措置入院業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れがあるとは認められない。 

     また、番号㊴のうち搬送先の医療機関名は本件決定の他の箇所で開

示されており、不開示とする理由はない。 

  （ウ）したがって、本件連絡調整等情報は、条例第１７条第６号に該当せ

ず、開示が相当である。 

  キ 本件補助者情報について 

  （ア）本件補助者情報は、実施機関が精神保健法第２９条の２の２の規定

による措置入院のための移送における委託契約等を交わしている車輛

及び補助者に関する情報である。 

     実施機関は、本件補助者情報について、条例第１７条第６号に該当

し、不開示が相当であると主張するので、同号該当性について、以下、

検討する。 

  （イ）本件補助者情報は、前記（ア）のとおりであり、補助者は精神障害

者移送を業務として標榜する専門の運送事業者である。審議会で見分

したところ、これらの情報を開示したとしても、補助者における措置

入院業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは認められない。 

  （ウ）したがって、本件補助者情報は条例第１７条第６号に該当せず、開

示が相当である。 

  ク 本件番号等について 

  （ア）本件番号等は、審査請求人の措置入院に際して、その入院に係る医

療費を医療機関が請求するために、実施機関が附番した公費負担医療
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の受給者番号及び報告のために入力した情報を印刷した個票に附番し

た記号番号である。 

     実施機関は、本件番号等について、条例第１７条第６号に該当し、

不開示が相当であると主張するので、同号該当性について、以下、検

討する。 

  （イ）審議会で見分したところ、本件番号等は審査請求人に関する情報で

あり、このような情報を開示したとしても、措置入院業務の適正な遂

行に支障を及ぼすおそれがあるとは認められない。 

  （ウ）したがって、本件番号等は、条例第１７条第６号に該当せず、開示

が相当である。 

（４）結論 

   以上のことから、「１ 審議会の結論」のとおり判断する。 

   なお、審査請求人のその他の主張は、本件決定の適否に関する審議会の

判断に影響を及ぼすものではない。 

 

６ 附言 

  審議会が見分したところ、本件決定により開示された情報の中に、第三者

の動向など、その内容からすれば条例第１７条第２号本文に該当し、かつ同

号ただし書きのいずれにも該当しないと考えられる情報が含まれていること

が認められた。 

  条例において、開示請求制度は、個人が実施機関の保有する自己に関する

個人情報の正確性や取扱いの適正性を確認する上で重要な制度であるため、

不開示情報以外は開示する義務を負うとの原則開示の枠組みをとっている。 

  一方で、本人や第三者、法人等の権利利益や、公共の利益等も適切に保護

する必要があり、本人に対して開示することによる利益と開示しないことに

よる利益とを適切に比較衡量する必要があるため、開示しないことに合理的

理由がある情報を不開示情報としてできる限り明確かつ合理的に特定し、不

開示情報以外の開示請求に係る個人情報を開示しなければならないこととし

ている。 

  実施機関においては、同号の趣旨を踏まえ、開示請求者以外の第三者の権

利利益についても十分配慮した上で開示決定等を行うよう、慎重に対応され

たい。 

 

７ 審議会の処理経過 

  審議会の処理経過は、次のとおりである。 

 

審 議 会 の 処 理 経 過 
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年 月 日 処 理 内 容 

令和 ２年３月３０日  諮問書（弁明書の写しを含む。）の受理 

令和 ３年３月１７日  諮問に係る添付書類の写しの受理 

令和 ３年６月２４日  審議（令和３年度第３回第１部会） 

令和 ３年１０月２１日  審議（令和３年度第５回第１部会） 

令和 ３年１２月２３日  審議（令和３年度第７回第１部会） 

令和 ４年１月２０日  審議（令和３年度第８回第１部会） 

令和 ４年３月２４日  審議（令和３年度第９回第１部会） 

令和 ４年４月２８日  審議（令和４年度第１回第１部会） 

 

千葉県個人情報保護審議会第１部会（五十音順） 

氏 名 職 業 等 備 考 

石井 徹哉 
大学改革支援・学位授与機構 

研究開発部教授 
部会長 

川口 由起子 
植草学園大学 
発達教育学部教授 

 

桐ヶ谷 敬三 千葉家庭裁判所家事調停委員  

永嶋 久美子 弁護士 部会長職務代理者 
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別表１ 

番号 
行政 

文書 
文書名等 不開示部分 

不開示 

理由 
審議会による区分 

① 

本
件
文
書
１ 

（案１） 宛名 

第６号 本件指定医氏名等 

② （案２） 宛名 

③ 

精神保健及び精

神障害者福祉に

関する法律の規

定に基づく事前

調査書 

２．調査時の状況等 

・上から２行目 

・下から１行目 

第６号 

・本件第三者情報 

・本件聴取等情報 

④ 

２．調査時の状況等 

・上から 1～4 行目 

・上から 7～9 行目 

・上から 15～16 行

目 

本件聴取等情報 

⑤ 
２．調査時の状況等 

・上から 5 行目 
第６号 本件診断等情報 

⑥ 

２．調査時の状況等 

事前調査にあたって

の陳述者 

・上から 1 行目 

第２号 

警察職

員規則 

本件氏名等 

⑦ 

精神障害者等通

報受書 

通報者職・氏名 

⑧ 

・上から 5 行目 

・上から 7～11 行目 

・上から 14～20 行

目 

第６号 本件聴取等情報 

⑨ 
精神障害者等通

報受書 

通報者職・氏名 

第２号 

警察職

員規則 

本件氏名等 

⑩ 備考 第６号 本件聴取等情報 

⑪ 
指定医による診

察命令書 

宛名 

第６号 本件指定医氏名等 

⑫ 宛名 
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⑬ 

本
件
文
書
２ 

（伺い） 4 診断名 

第６号 

本件診断等情報 

⑭ （案 1） 
公費負担医療の受給

者番号 

本件番号等 ⑮ 

（案 5） 

右上欄外 

⑯ 
右側欄 

・公費負担番号 

⑰ 

左側欄 

・指定医氏名 1,氏

名、所属 

・指定医氏名 2,氏

名、所属 

第６号 本件指定医氏名等 

⑱ 

右側欄 

・診断 指定医 1,F

コード 1 

・診断 指定医 2,F

コード 2 

第６号 本件診断等情報 

⑲ 
右側欄 

・移送車両の種類 
第６号 本件補助者情報 

⑳ 

措置入院に関す

る診断書 

・病名 

・生活歴及び現病歴 

・重大な問題行動 

・現在の精神症状 

・その他の重要な症

状 

・問題行動等 

・現在の状態像 

・診察時の特記事項 

・精神保健指定医氏

名 

第６号 
・本件診断等情報 

・本件指定医氏名等 

㉑ 

㉒ 

精神障碍者の措

置入院の決定に

ついて（通知） 

公費負担医療の受給

者番号 
第６号 本件番号等 
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㉓ 

本
件
文
書
３ 

（伺い） 4 診断名 第６号 本件診断等情報 

㉔ 

措置入院のため

の移送に関する

診察記録票 

・症状 

・指定医の氏名 
第６号 

・本件診断等情報 

・本件指定医氏名等 

㉕ 
措置入院のため

の移送記録票 
補助者所属 第６号 本件補助者情報 

㉖ 

本
件
文
書
４ 

１頁 通報者職・氏名 

第２号 

警察職

員規則 

本件氏名等 

㉗ ２頁 

・上から 5 行目 

・上から 7～11 行目 

・上から 14～20 行

目 

第６号 本件聴取等情報 

㉘ 

３頁 

・上から 2 行目 

第２号 

警察職

員規則 

本件氏名等 

㉙ 
・上から 3 行目 

・下から 8～13 行目 
第６号 本件聴取等情報 

㉚ 

４頁 

・上から 12～20 行

目 
第６号 本件第三者情報 

㉛ ・上から 21 行目 

第２号 

警察職

員規則 

本件氏名等 

㉜ 

５頁 

・上から 11 行目 第２号 本件第三者情報 

㉝ 
・上から 16 行目～最

終行 
第６号 

本件聴取等情報 

㉞ ６頁 ・上から 1～8 行目 第６号 
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㉟ 

本
件
文
書
４ 

１０頁 
・上から 1～2 行目 

・上から 5～6 行目 
第６号 

・本件指定医氏名等 

・本件連絡調整等情報 

㊱ １３頁 
左の欄 

・上から 2 行目 
第６号 本件指定医氏名等 

㊲ １５頁 
左の欄 

・下から 5 行目 

㊳ 

１６頁 

・下から 11～15 行

目 
第６号 

・本件指定医氏名等 

・本件診断等情報 

㊴ ・下から７行目 第６号 本件連絡調整等情報 

㊵ １７頁 ・上から 1 行目 第６号 本件第三者情報 
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別表２ 

行政文書 文書名等 開示すべき情報 

本件文書１ 

精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律の規定

に基づく事前調査書の２

枚目 

上から 4 行目 15 文字目から 42 文字目ま

で 

本件文書２ 

（案１） 公費負担医療の受給者番号 

（案５） 

（案５）に付された記号番号 

公費負担医療の受給者番号 

移送車両の種類 

措置入院に関する診断書 

「重大な問題行動」、「現在の精神症

状」、「その他の重要な症状」、「問題

行動等」、「現在の状態像」の各欄の評

価を記載することとされている様式部分

の項目に付された記号等を除いた部分 

精神障碍者の措置入院の

決定について（通知） 
公費負担医療の受給者番号 

本件文書３ 
措置入院のための移送記

録票 
補助者「所属」 

本件文書４ 

１０頁の上から５～６行

目 
関係機関との連絡調整の情報 

１６頁の下から７行目 
関係機関との連絡調整の情報及び搬送先

医療機関名 

 


